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技術革新の進展，消費者行動の変化，産業の再編成，このような事態がめ
まぐるしく進行する中で，これらの事態の進行の各部分を構成するのは，各
製品領域での企業間の熾烈な製品革新競争であることがより明確となってき
た。そこでこの製品革新競争を構成する各企業の戦略的行動の論理の解明が
ますます強く問われてきているといえよう。
* 1
広田 (1980)は，複写機の新製品開発行動をとりあげて分析を行ない，ニ
種類の革新行動を識別した。一つは，一般経済状勢，技術環境のもとに，ぁ
る製品の需要見込が喚起した他社の行動に触発されて，それに対処するため
製品戦略を形成して実行にのり出すような革新行動で，バンドワゴン的革新
＊ 本稿の骨組みを考えていく過程で，一橋大学助教授伊丹敬之，神戸大学助教授加
護野忠男の両氏からいくつかの基本的視角についての示唆を得たことを記して感謝
の意を表します。また，研究開発，技術革新についての数理モデル的研究について
は，香川大学助教授阿部文雄，神戸大学大学院明石芳彦の両氏との議論において多
くのものを得たことを記し感謝の意を表します。
*1 広田俊郎， 1980「技術革新についての経営学的考察＿複写機の新製品開発につ
いての実証研究＿」「商学論集」（関西大学）第25巻第2号，参照
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行動と名づけられた。もう一つは，一般経済状勢，特許など技術的環境のも
とに，自社の財務状態，技術特性，製品PPMをふまえ，製品戦略上の方針
設定をへた後になされたR&D努力などを通じて実行されるものであり，合
理的革新行動と名づけられた。
それに加えて，われわれは，この革新行動を企業の戦略的行動との関連で
*2 
とらえ，広田 (1981)において，図ー1で示されるような区分を示した。
その第一のものは，ある製品への新規参入戦略において見られるものであ
る。それは，ある製品需要の期待成長率，現行製品のインプット資源の問題
状況発生などの予測のもとに，先取り的 orバンドワゴン的な革新行動パタ
* 3
ーンをとりながら展開される。このように各企業の製品ボートフォリオヘ新
製品の付加を行なうという戦略においては，財務状態への考慮よりもその製
品の将来的収益性に強調点がおかれる。
また第二のものは，ーたん当該製品に進出した後に展開されるフルライン
化戦略とも呼ばれるべきものであるp それは，ある製品分野での売上シェア
を維持するため，追加的な性能をもった製品ラインを従来の製品ラインに付
加するようなものであり， 従来の製品項目の需要の伸びが鈍ってきた段階
で， しかも利益の成長が見られるような場合に余力をかって展開されるよう
なものである。したがってフルライン化戦略は利益発生ースラック革新型の
*2 広田俊郎， 1981「技術革新についての経営学的考察 製品革新行動についての
実証研究＿」， 日本経営学会編，「経営学論集」，第51集，所収，千倉書房
*3 広田 (1980)において，バンドワゴン的革新行動と呼んでいたもので，広田 (19
81)においては，先取り的 orバンドワゴン的という言い方に変えた。新規参入
戦略としての新製品発売行動は，最初に参入する企業については，将来状況等の
把握の上になされる，「先取り的」な性格のものが見られる一方， 後の方でなさ
れる企業については，，競争上やむをえず参入せざるをえなかったり，参入するこ
との不確実性が，ほとんどなくなっていたりするため参入したりするなどの「バ
ンドワゴン」的な性格をもっている。ある製品分野への新規参入戦略について，
このように最初と後の方で異なった展開のされ方をするというような現象が共通
に見られるのではないかと考え，各社の新規参入戦略の特質を「先取り的」 or
「バンドワゴン的」革新行動と呼んだのである。
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パクーンをとるといえよう。このクイプの革新行動は，自己の財務状態の把
握の上に展開されるという特性をもつが，それは財務状態に現在の製品ライ
ンアップの市場での受容度，地位が反映されているという各企業の認識があ
るからこそであろう。
この論文は，このように新製品発売行動について，異なる革新行動パター
ンが見られるという事実を理論的に説明できるような簡単なモデルを示すこ
とをねらいとしている。そのため， 2'革新のクイプ，において，説明すべ
き対象としての革新の実行の論理が異なるのは要するに，革新そのものが種
々の観点から区分されるようになっているということを論じたい。
さらに，皿，革新の費用， lV革新の便益においてそれぞれ，革新の費用と
便益を規定する要因の整理を行ないたい。この整理は， n,革新のクイプの
議論をうけてなされる。
これらの準備的な議論をふまえて， lV'新規参入戦略としてのイノペーシ
ョンの規定要因，と V，フルライン化戦略としてのイノベーションの規定要
因，において，それぞれの戦略的特性をもったイノベーションが，それぞれ
戦略遂行上，関連する諸要因とどのようなかかわりをもって展開されるのか
の論理の解明を行ないたい。
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]I 革新のタイプ
(1)革新の次元
(503)53 
われわれは新製品発売行動という革新行動を問題にしているのであるが，
このような革新を問題にするときに革新の次元を適切に把握しておくことの
*4 
必要性がダウンズ＝モーア（1976)によって指摘されている。彼らがとりあ
げる次元は，イノベーションが高価か安価か，イノベーションが複雑である
かそうでないか，などであり，前者は資源のゆたかさの水準と関連し，後者
はコスモボリクン的文化の存在があるかどうか，などと関連する。
さらに彼らは，イノベーションについて第一次的と第二次的という区分を
行なう。第一次的とは，イノベーションそのものに内在するものの観点から
の区分であり，先に述べた高価なイノペーションかどうか，複雑なイノペー
ションかどうか，というものである。第二次的とは，イノベーションの実行
主体との関係からとらえる見方である。同じイノベーションも実行主体のあ
り方によって性格がかなり異なるということがありえるのである。
ダウンズ＝モーア（1976)は，このような硯実の革新行動を規定する要因
についての調査に際して，そのサンプルの対象をいくつかの次元に関して区
分しておくことによって，規定要因の作用方向の明確な抽出が可能になると
期待したのであったといえる。しかし，われわれのここでの分析の目的は，硯
実の革新行動サンプルをとりあげ，その規定要因を検討するものではなく，
理論モデルによって，革新行動の規定要因を探っていくことにある。そのよ
う場合，おのずから，一定の類型の革新と考えていることが多い。ただし，
なある，同一類型の製品革新の場合でも，その実行時点のクイミングの選択を
考えている場合には，ある同一の性質をもって製品について革新実行のクイ
ミングが異なるものがそれぞれ異なる代替案をなすと見て，その中からの最
適解の選択の問題と見なせるのである。すなわち，われわれは，アウトプッ
叫 Downs, G. W -& L.B. Mohr, 1976, "Conceptual Issues in the Study of 
Innovation," Administrative Sci輝 ceQuarterly. December参照
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トとして同一の製品革新を実行する場合であっても，その実行時点やその実
行ペースが異なれば，明確に異なったイノペーションとして位置づけられる
こともできると考える。
(2)革新の実行時点
もち論，ある製品を一番最初に実行することをイノベーション，それにな
らって他社が追随することを模倣というように区分することもありえる。し
かし革新を「当該主体にとって新らしいと知覚されるものの採用」というよ
うに定義すると，あるオリジナルなイノベーションとそれにひきつづく模倣
を，いずれも実行時点の異なるイノベーションと位置づけるのが適当であ
る。革新の第一の次元は実行時点である。
(3)革新の実行順位
次の次元は，先に述ぺた革新か模倣かという区分にも関連するものであ
り，革新の実行順位に関するものである。カミーン＝シュワルツ (1972)を
始めとして，多くの理論モデルは，革新を最初に実行するか，あるいは他社
に先を越されてから実行するかのケースしか扱っていない場合が多いが，現
実には三社以上の企業が同ータイプの製品革新を競争的に行なっている場合
の方が常である。そのとき，最初にその製品革新を実行した場合と，二番目
に実行した場合，さらにn番目に実行した場合 (nL3)とで，それぞれイ
ノベーションの期待利益，その確実性，実行に伴なう費用などが異なるであ
*6 
ろう。この点を考慮に入れなければ， R&D競争，革新競争の重要な側面を
明らかにできないだろう。そこで，ここでは，このような革新の実行順位を
考慮に入れ，それを革新の二番目の次元としたい。この次元は，第一の次元
と関連を持っているが，完全に一致しないことも事実である。たとえば，実
•5 Kamien, M. I. & N. L. Schwartz, 1972, "Timing of Innovations Under 
Rivalry," Econometrica. Vol. 40, No. l, January参照
*6 現在の企業問競争の主要な側面が， R&D競争，革新競争になったことが，
Dasgupta, P. & J. Stiglitz, 1980; "Industrial Structure and the Nature of 
Innovative Activity," Economic Journal. Vol. 90において強調されている。
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行時点が早い方が利得が高いようなイノペーションについて，早期に実行し
ても，その実行順位が後になれば，利得が低くなることもあり得るという場
合などが考えられる。
(4)革新のラジカル度
また，ここで最後に考えたい次元は，．イノベーションの程度である。イノ
ベーションの程度という概念を広く設定すれば，たとえ同一の製品革新であ
っても，競争者に先がけてイノベーションを実行するのは，かなりラジカル
なイノペーションであるが，競争者が出そろった後でイノベーションを実行
するのは，それほどラジカルなイノベーションといえないという位置づけも
できる。その意味で，この次元は，第二の革新実行の順位という次元と関連
している。
しかしこのような広義のイノベーションの程度という概念に対して，より
狭義に革新のラジカル度を考えることができる。製品革新について，根本的
な内容の変更を伴なうものから，マイナーな変更しか伴わないもの，などの
バラエティを考えるなど，この中でどれをとるかというように選択問題の第
三の次元を革新のラジカル度に求めることができる。 PPC複写機の例でい
えば，ゼロックス社のとった完全乾式方式に対して当初，キャノン， リコー
は，液乾式という，より着手しやすいものから参入しようとした場合がその
例として考えられるであろう。
m 革新の費用
(1)革新の次元と費用
前に論じたような革新の次元を考えた上で，現実のイノペーションは，こ
れらの次元の上のそれぞれ特定の水準のものについてのものになっており，
それらが選択されるのは，これらの革新上の差異に応じて，便益・費用がそ
れぞれ異なり，一定の目的関数にしたがって特定のイノベーションが特に優
れているということで選択される，と見るわけである。
そこで，革新の次元上の差異と，費用との関連を示しておきたい。そのこ
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とは，費用の規定要因と，その影響のしかたを問うことに他ならない。
(2)革新・模倣の実行上において障害となる要因
革新・模倣の実行上障害となる要因の考察を行なっておきたい。それをと
らえるのに，実行上の難易，あるいは制約というとらえ方をする場合と，そ
れを実行するのに必要なコストを問題にするとらえ方がある。前者は，革新
の実行という決定問題を，制約領域の観点からとらえようとするものであ
る。後者は，たとえば革新の実行の目的基準を利潤極大化においた場合，そ
の目的開数をなす利潤＝便益一費用という式の一つの項をなすものとしてと
らえる立場のように，目的関数の値にかかわるものとしてとらえようとする
ものである。
まず前者の実行上の制約という観点から見ていくことにする。
(3)革新実行上の制約
この革新実行上の制約としては，次の三つのものを考えることができよ
う。
a)技術的制約
b)販売Jレート形成上の制約
C)資金上の制約
a)技術的制約としては，従来その企業が保有してきた製造技術とあまり
に異なる技術が新製品発売に必要であればその実行が困難になるということ
があげられる゜・ただし，資金的制約から技術上のプレイクスルーが実行でき
ないこともある。
b)販売Jレート形成上の制約は，とくに製品革新の場合，新たなる市場へ
供給を行なうルートが必要とされることがあり，しかもその形成には困難が
あるような場合のことについてである。 PPC複写機のケースにおいて，小
西六がPPC複写機にのり出す場合，販売Jレート形成の制約から，コピアと
提携したようなケースは，この制約に直面したからである。ただし，小西六
の場合，販売Jレートを形成するには資金が必要とされ，その資金の制約があ
ったという面もある。
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C)資金上の制約，は， a)技術上の制約と， b)販売Jレート形成の制約と
関連するものがあることは先にみたとおりである。
(4)革新実行に伴なう費用
次に革新実行上の費用をとりあげる立場を見ていくことにする。この費用
は，最初にあげたイノペーションの各次元に対応して発生するものである。
ただし，その経路としては，技術に関するもの，マーケティング費用に関す
るもの，資金上の費用という形をとって発生するものである。そして，しか
も，そのイノベーションを，内部で育成していくか，どうか，またそのとき
シナジーをどう生かすか，またイノペーションをノウハウあるいは部品の調
達の形で何らかの市場を活用しながら行なうかによって異なる。この内部研
究開発，シナジー，市場という経路は，イノベーション実行に必要とされる
時間， ラジカル度，などの次元によって適合的なものが異なるであろう。
また，いくつかの代替的な経路をとりながら当該企業にとってのイノベー
ションが発生させられるが，それは，技術的，マーケティング的，資金的，
のいずれかの領域において発生するものであろう。それらのトークルの便益
と費用を比較しながら，特定のクイプのイノペーションの特定の経路による
実行がなされるのでさる。
選択対象 経路 領域 費用
??? ???
↓?????↓
?? ?↓ ? ??? ?ー??
?
????
????
?．．．．
(5)費用関数の設定
図ー 2
以上のような費用を規定する要因の整理をある程度ふまえた上で，費用関
数の代替的な想定について考察しておきたい。この議論の多くの部分が，イ
ノベーションを実行時点で区分したものになっていることを注意しておきた
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一般的に，イノペーション実行の費用の現在価値は，実行時点tが将来に
なるにつれて低下するもの，とされることが多い。｀しかし，その想定の根拠
は様々である。
* 7 
一つはバーゼル (1968)による定式化で，イノベーション実行のコストC
は時間に関わらず一定だとするものである。ただし，その現在価値を計算す
るとき，割引率をrとすると その費用の硯在価値はCe-r‘ となり dCe-rヽdt 
= -rCe-''<Oより，イノベーション実行の硯在価値は，時間がたつにつれ
て低下すると想定するものである。
もう一つは，シャーラーによるもので，そこでは技術進歩が想定されてい
る。そしてその技術進歩によって年々イノペーション実行のコストが低下す
ると想定されている。
これらの議論は，イノベーションが実行されるプロセスを不問に付して，
主に実行時点との関係で費用動向を論じたものであった。もう少しイノペー
ション実行プロセスに立ち入った議論が望まれる。
その点でカミーン＝シュワルツの一連の論文は，次のような仮定のもとに
議論を組みたてることによって，イノベーション実行のプロセスを考慮に入
れ，そのペースいかんで費用が異なることを示そうとしている。
彼らは，イノベーションが実行されるまでには，企業内に蓄積された研究
開発努力zがある一定の値の知識ストックのレベルに達することが必要だと
するのである。
早くイノペーションを完成にこぎつけるには， z (zの変化率）を高い率
に設定しなければならない。その事は貨幣支出をより大にすることを必要と
する反面，知識ス・トックの蓄積プロセスの性格上，余りに早い研究開発努力
の投入は不効率だという側面をもつとされる。
彼らの定式化は
*7 Barze!, Y., 1968, "Optimal Timing of Innovations, " Re成ewof Eco加 mies
and Statistics, Vol. 50, pp. 348-355参照
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z (t) =m"(t) 
z(O) = O,z(T) = A 
の条件のもとで研究開発知識の価値J:e-••m(t)dt を極大化するというも
゜のである。
（記号）
m(t): t時点での研究開発支出
z (t) : t時点までの果積有効努力
a:定数 (O<a<l)
A:最小必要知識蓄積量
以上の問題を解くのに，，，ヽミルトニアンを設定して
H=-e-••m(t) +}..m•(t) （入：知識蓄積のシャドー・プライス）
すると，最適な研究開発支出計画は各時点でHを最大にしなければならな
い。したがってm(t)= (a加）合； がなりたつ。そこで n=a/1-a と定
義することにすると費用は C(T)=-A(Anr);、（enrT-1)・ のように表わさ
れる。すなわち，完成期間が短い程，費用は高くなる。
この種の議論は，たとえば研究開発を遂行するのに必要ないくつかの複数
作業のスケジューリングをはかる CPM手法などを考え，個々の作業をスピ
ードアップするには追加費用がかかるという側面から，研究開発期間の短縮
化がコストを上昇させるという関係を示そうとする議論と相似である。
すなわちこのような議論の根拠は，シャーラー (19738)のものと若干異な
っているといえよう。シャーラーの議論においては年々の技術進歩が想定
され， それゆえ開始期間を遅らせるとコストの低下が期待される， とされ
た。その意味で，シャーラーの分析は，より長期的な分析になっている。す
なわち技術知識の状態の推移を考慮に入れていたのである。
現実には，この技術知識状態のシフトがイノベーションに大きな影響を及
*8 Scherer, F., 1973, Ind匹trialMarket Structure and Economic Performance, 
Rand McNally. 
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ぼすと考えられる。たとえば特許の存在とその消減などが及ぽす影響もその
ような観点から見ることができると思われる。ところが，カミーン＝シュワ
ルツ（1972)らの分析は，このような技術知識状態の推移を考慮に入れてい
ないという意味で，比較的短期的モデルになっているといえるであろう。い
ずれにしても，理論モデルにおいて，どのようなクイプのイノベーションを
扱おうとするかに応じて，費用関数の設定がなされる必要があろう。
w 革新の便益
(1)革新の便益の特色
次に革新の便益について論じたい。
イノペーションの便益の特色は何よりもそれが導入成功時より後の時点に
おけものであるということである。そこでその将来の収益が継続性をもつか
どうかということが重要になる。すなわち便益の発硯する領域の一つの次元
は，時間であり，その効果が長期的か短期的かである。いずれにせよ，その
便益は，技術的な優越性，販売Jレート上の優越性，などをふまえ，消費者に
需要されることによって発生する。 そこで便益の発現する領域の他の次元
は，どの分野で優秀性をもつかという特性である。
(2)イノベーションの縫路と便益
ただし，このような便益のベクトルの向きと大きさは，イノベーションの
経路が，内部研究開発か，その際シナジーを生かしてかどうか，また市場を
活用しながら種々の部品等を市場で調達し，それらをアセンプルすることに
よってであるか，などによって異なるであろう。
さらに基本的にイノベーションの便益は，イノベーションの選択対象の実
行ペース，実行時点，実行順位，ラジカル度，などによっても異なる。
(8)便益の大きさを規定する環境と政策
以上の相遮が，便益の領域の各方面の大きさを決めるのである。ただしそ
の大きさは，一つには企業のコントロールできない環境の状態によって規定
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されている。たとえば環境状態としては次のようなものがあげられる。
a)競争度，集中度
b)消費者の需要の伸び
C) プロダクト・ライフ・サイクル
などである。
またそれに加えて，便益の大きさは，企業がその便益を確保すべく打つ手
によっても影響される。
a)制度への依存ー一技術の場合，特許制度などであり，販売Jレートの場
合，商標等に頼ることもある。
b)港在的競争業者の参入阻止ーー当該製品の革新を実現するのに必要な資
本を増加させ，容易に参入されないようにする。
C)競争業者の模倣の阻止ー一技術上，販売Jレート上，真似のできにくいよ
うな資源の蓄積を行なっておく。そのことによって模倣の障壁を形成す
ることが意図される。
このような背景をふまえて，便益の各領域の大きさが決定されていくわけ
である。ただ，これらの便益は，基本的には貨幣的なものとして実現されて
いくであろうが，それ以外の非貨幣的な便益もあり得る。その例としては，
技術的経験の蓄積，販売Jレート形成上の布石などがあげられる。ゴーイング
・コンサーンとしての企業の観点から，次のイノベーションの制約領域を拡
大し，次のイノベーションのコストを低下させる，という効果をもつこと
選択対象 経路 領域 便益
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????
? ?
↓ ????? ?? ???
?
?
? ?? ?
????
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も一つのイノベーションの重要な意義といえよう。
以上のことをまとめるならば図ー3のようになるだろう。
(4)便益調数の設定
次に便益関数の代替的な想定を考察したい。バーゼルにおいては，イノペ
ーションにより従来のしかたと比較してコストを低下させることによって，
革新の実行者は，従来のものとの差額を特許料として獲得することができる
と想定された。そしてそれが便益の中心をなすものとして，そこで t時点の
需要量を D，とすると，各時点でのイノベーションの価値は
P,=hD, h:特許料
そこで便益の硯在価値は次式で表わされる。
00 
V=J P,e-rヽdt
T 
=IO hD. e-（r-g)‘dt 
T 
= hD. 
e-(r-g) T 
r-g 
（記号）
V:便益 r:割引率
h:特許料 g：需要成長率
D。：初期需要
この定式化において，
av ij<oより， できるだけ速やかな実施の方が便
益が高いことを意味している。このような分析においては，プロセス型革新
のイノベーションについての実行のタイミングの決定の問題が問われている
といってよい。
ただし，この定式化は，競争の存在を明示的に考慮に入れていない。その
点を考慮し，競争の存在が便益にどのような影響を与えるかの分析の一つの
方向がカミーン＝シュワルツ（1972)において展開されている。そこではラ
イバル企業の存在を考慮して，それらの行動いかんによって，当該企業の利
得が相遣してくる，とした。すなわち，そこでは特許料という形で特定化さ
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れていないが，特定の競争状況に対応した特定の額の利得をえるものとして
いる。
その場合，利得は，ある企業が1番にイノベーションを実行し，なおかつ
他企業が実行できていないときには Poの利得，他企業がイノペーションの
追随に成功してからは P1の利得，また他企業がまずイノペーションを実行
じ，そのあとで，当該企業が追随したときにはP2の利得をえるものとする。
ここで凡＞P1,P。>P2が仮定される。
また，自企業のイノペーション導入時点を T, 他企業のそれを Vで表わ
し，各時点を tで表わすことにする。
そのとき， t時点までに他企業が入る確率についての当該企業が主観的に
想定する累積分布関数を F(t)とする。
P, Cv ~ t J=F(t) =I-e-h•, h > O 
この場合，ある時点で未だ他企業が1ノベーションの追随に成功していな
いとして，その上で参入する確率は，次のように示される。
F'(t). he―hヽ
1-F(t) ＝ e -h9 
=h 
すなわち，今までは参入がなかったとして，これから参入があるという確
率がある一定の率hで生ずると考えられているのであり，この hの高さが，
革新競争度の激しさを示すものと考えられている。
以上のことをふまえて，自企業と他企業の革新競争の幾つかの局面を見て
みると次のようになる。
1) T~t ~v 
2) T~v~t 
3) v~ T~t 
自社だけが革新に成功
利得額＝ e••Po 確率1-F(t)
自社が入り相手も入ったケース
利得額＝炉P1 確率F(t)-F (T) 
相手が先入り，自社も参入
利得額＝炉P2 確率F(T) 
以上のことから， t時点で革新を実行することの便益は次のように求めら
64(514) 
れる。
第 25巻第 6 号
00 
V(t)＝I e-（r-gl、p。(1-F(t))dt+f; e-<r-gl 凡ヽ(F(t)-F(T))dt
T T 
+F (T) f;e-Cr-,rl I P2dt 
Po-P P1-P2 p2 = e-Cr-g+Al T〔r-g+h+ r-g〕十（1-e-AT)e-Cr-,rl T百
以上の式より
r-g~—切釦r-g+h
が成り立つ。参入率がイノペーションのクイミングを遅らせることによる便
益の減少率を決めるということが明らかである。
この定式化は，イノベーションの次元を実行時点でとらえ，条件として他
企業の参入行動などの競争度の激しさを与えて，その場合の便益の動きを見
ようというものになっている。その便益は，他企業が参入するかどうかの不
確実性に依存すると想定されており，その不確実性は累積分布関数で与えら
れるようなものである。問題は，他企業との競争上の位置が確定した後でも
生ずる不確実性，すなわち，消費者の需要に対する不確実性をどうとり入れ
るかである。カミーン＝シュワルツは，自分たちの分析を，市場不確実性を
考慮に入れた分析と述べているが，最後の点を論じ得ていない点では不十分
なものである。われわれは不完全ながら，この点の検討をも行ないたい。
w 新規参入戦略としての新製品発売行動の規定要困
(1)基本的フレームワーク
*9 
シャーラー (1970)は，この新製品開発ないしイノペーションのクイミン
グの選択の問題を取り扱う簡単な図式を提出した。われわれは，この図式
を，以後の議論の一つの基礎としたいので，簡単に述べることにする。
•9 Scherer, F., 1973, Industrial Markflt Structurfl and Economic P6rformancfl. 
Rand McNally参照
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一般に，企業が技術革新のペースをあげるには，着手中の研究プロジェク
トの数を増やすか，プロジェクトのペースを速めるかのいずれかであるが，
*10 
シャーラーは後者に着目している。
革新遂行のための費用曲線については，速やかな開発を行なうことが費用
を増加させるという関係が，三つの理由から成立するとされている。第一
は，初期に得られる実験（他社の試みの成否，など）から得られる情報なし
に開発期間を設定することから生ずる誤りに伴なうコストであり，第二は，
不確実性に対処するため，初期には，並行開発が必要とされるかも知れない
からであり，第三は，通常見られる，追加的な科学的，工学的マンパワーの
適用についての収穫逓減にもとづくものである。
I 
T2 TI 時間
図ー 4
また期待便益の現在価値も，開発期間で異なる。一般に，より速やかに便
益が実現される場合，より高い現在価値を持っている。典型的な曲線は，
v1線のようになる。そのとき， 利潤最大化を指向する企業は， 限界収入＝
限界費用の点に開発期間を設定する。その条件は，費用曲線と便益曲線の傾
*10 Sutton, G. J., 1980, Eco加 miesand Corporate Strategy. Cambridge Univer-
sity Press, pp. 180ー 189参照
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きが等しいときになりたつ。すなわち，最適な開発期間は，両曲線の勾配が
等しい水準に定められる。競争者が多くなるにつれて， 便益曲線は V2•へと
シフトし，開発期間は T1から T2へ繰り上げられる。 しかしあまりに多く
の競争者の存在が見られるようになると，費用を上回る便益の獲得が確保で
きないことから，開発の放棄がなされるというのが V3曲線の含意である。
われわれはこのようなモデルを一応の基礎としながら，複写機の新製品開
発プロセスで見られた，新規参入戦略としての新製品発売と，フルライン化
戦略としての新製品発売，のそれぞれが異なるロジックにもとづいて展開さ
れるさまを検討したいと思う。
(2)新規参入戦略としての新製品発売行動の特徴
われわれが前稿で取りあげたような複写機の場合，従来複写機とは関連の
なかった企業が新たにPPC複写機にのり出してくるという事態が見られ
た。そのような革新あるいは新製品発売行動が展開される場合の第一の条件
は，需要見込成長率が大なことである。そして次に，多くの企業がそのイノ
ベーションの実行に殺到し，次々とイノベーションが模倣される過程"t!,そ
のイノペーションの成功の確信がだんだんゆるぎないものになることが特徴
としてあげられる。
したがって新規参入戦略として新製品発売行動が展開されていくプロセス
は，個々の企業に予じめ与えられた便益とコストのスケジュールによって，
個々の企業にとっての最適の決定がなされていっていると見ていく分析視角
では不十分であろう。その代わり，時間の経過とともに，各社の進出がどん
どん見出され，そのことが各社の進出状況に影響を及ぼすという側面をうか
びあがらせるような視角が必要であろう。
(8)シャーラー図式による分析
それにもかかわらず，新規参入戦略に特徴的ないくつかの事実をシャーラ
ー図式に適用して，何らかの示唆をまず得ておきたい。
このクイプの新製品発売行動にともなう特徴の一つは，その発売のクイミ
ングが重要であることである。少しでもそのクイミングを遅らせると，便益
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が大幅に減少するということがあり得る。それで便益曲線は傾斜が非常に急
であると想定される。
一方で費用曲線については，資金的余裕のある企業とそうでない企業を考
ぇ，その差を考えることにする。前者についでは，内部留保から革新費用が
まかなえるため資金費用が全般的に低い。後者については，借入れ等によっ
て革新費用を調達する，などによっで資金コストが高く，そのような企業で
はリスク・プレミアムもより高く見つもられるかも知れない。この二つの費
用曲線を CA,CBで表わすと，最適な開発期間 TA,TBが示される。図ー5
からも明らかのように，このように便益曲線の傾きが大であるときには，最
適なイノベーションのクイミングはほとんど変わらない。このような場合，
早期にイノペーションを実行するときの，イノペーション，模倣の難易ない
????
V' 
CA 
TA TB 
図ー 5
時間
しコストと，イノベーション，模倣にもとづく利益との比較をなした場合，
後者の側の事情の方がクイミングの決定に圧倒的な影響を及ぽすということ
がいえるだろう。
(4)バンドワゴン現象の説明
カミーン＝シュワルツ（1972)においては，一般に参入率の上昇で測られ
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る競争度の増加が，革新の導入の期待便益を低下させると考えられている。
そして，競争度の上昇は革新の最適導入時間を遅らせるとしている。
しかし，このような議論を一般化することはミス・リーディングである。
硯実の例においては，これ以外のケースがしばしば見られるだろう。すなわ
ち，次々と各企業がある革新を模倣していくようなシビアな競争がある場合
でも，まさに各社が参入するというその事が，イノベーションの期待利益に
伴なう不確実性を減少させることによって，イノベーション導入に結びつく
ことはあり得ると考えられる。つまり，次々と参入を行なう各社のイノベー
ション行動が，さらに次の企業のイノベーションをひきおこすというような
バンドワゴン的革新行動もありえるのである。そのようなことを，シャーラ
ー図式に換えて，期待値一分散分析を用いて示したい。
(5)期待値一分散分析
イノベーションにもとづく期待利益は，実行時点に依存するのはもち論で
あるが，同時に実行順位，すなわちどれだけの競争者が既に着手しているか
に依存する。ただし各企業はイノペーションを実行するに当たって，期待利
益だけでなくその分散をも考慮するだろうと予測される。つまりイノペーシ
ョン実行による期待利益と分散の様々の組合わせが与えられるものとし，そ
の中から各企業は特定のタイプのイノペーションを選択するものとする。そ
の際，参入者の数が増すにつれて，期待利益は，当初は増加しても，すぐに
低下しはじめると考えたい。一番最初にイノベーションを実行するには莫大
な費用が必要とされることが多いからである。一方1 利益の分散について
は，参入企業の数が増加すればする程，その値が小さくなると考えたい。多
くの企業がイノベーションにのり出すようであれば，そのイノベーションの
ある程度の成功はまちがいないと人々に思われていくプロセスのことを考え
ているのである。
一応参入者の数を明示的に表示しないが， Aにおけるよりも Bの方が，
Bにおけるよりも Cの方が参入者が多いと想定して， そのときのイノベー
ションの期待利益一分散を，図ー6の利益曲線で示す。
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そして， イノベーションを実行する当事者の効用閲数を Uで表わし，そ
の項として，期待利益Epと， その分散ゲを考える。 したがって効用関数
はU(Ep，ゲ）と表わされる。そして効用無差別曲線の形状は当事者のリス
ク態度と関連している。もし当事者がリスク選好的であれば，効用無差別曲
線はUのようになる。
また当事者がリスク回避的であれば， 効用無差別曲線は U2,広のよう
なる。
そこで，効用無差別曲線がU2，広のようなものであるとき， 効用最大化
を与えるイノベーションはB点やC点で考えられるような (Ep, pヽ2)をも
ったものである。
このことの含意はいくつかある。 まず A点でイノベーションが選ばれる
ような場合，その選択が効用最大化の結果としで選ばれでいるのであれば，
効用関数は広のようでなければならない。そのことはリスク選好的な効用
関数をもつ企業によって，イノペーションの導入がなされることを意味す
る。初期のこのような例をのぞき，後のイノベーションはリスク回避的な企
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業によって実行される。このようにB点から C点へ移行する程，不確実性
は減り，イノベーションは普及していると想定されているが，そのようなイ
ノペーションを実行するのは，よりリスク回避的な企業である，ということ
がいえよう c
V フルライン化戦略としての新製品発売行動の分析
(1)フルライン化戦略としての新製品発売行動の特微
フルライン化をめざした新製品発売は，何よりも製品ライン全体としての
収益性，競争力という観点からその展開が規定されるという特徴をもってい
る。そこで企業の利益と，イノベーション実行の積極度の関係についても，
ある製品の期待利益が大であるから，その製品ラインの革新が実行されると
いう関係よりも，従来の製品ラインについて資本投下額を上回る収益を得る
ようになっており，そこで新たな製品ラインを付加することによって従来の
製品ラインについて陳腐化が生じても実害が少ない，などの条件を満たした
ィ’ノベーションを実行する，という関係が見られる。あくまでも，現行製品
から得られている収益性との関係で，イノペーションの実行が決定されるの
で，シャーラー図式のように，ある特定の革新の将来的収益の現在価値と，
イノベーション実行費用との比較のみで，イノペーション実行のクイミング
が決定される，という議論によってはその動向を十分表硯できないといえ
る。
(2)シャーラー図式による説明
上で述べたように，この種のイノベーションを期待利益の観点から説明す
ることには困難がある。そこで，企業がスラックを保有するときの資金コス
ト， リスク態度，などから，スラック→イノペーション行動の関係を説明し
たい。そのために企業がスラックをもった企業状態Aとそれをもたない企業
状態Bを考える。双方について，ある製品についての期待便益曲線は同一と
する。しかしある企業状態Aは，前のイノペーションから大分時が経過し
ているなどの理由でスラックが蓄積されてきているので，そのもとでの革新
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費用曲線を CAとするとそれは比較的低位であると考えられる。また別の企
業状態 Bは，前のイノベーションの直後で， その前のイノペーションの市
場による受容が完成していないので，今なお多額のマーケティング支出，等
を行なっているものとし，それゆえ，追加的なイノベーションのための資金
コストも高く，そこで革新の費用曲線は一般に高位とする。
????
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図ー 7
これらの二つの状態を図ー7に表わして見ると明らかなように，この場合
時間
は，スラックが存在する企業状態でより速やかに革新が着手されることが示
されるであろう。
VI 結び
以上のように，われわれは，新製品発売行動の規定要因を述べてきた。そ
の論述を明確にするため，まず革新の次元の整理を行ない，革新の選択対
象，経路，領域，などという用語で革新を特徴づけようとした。そして，こ
れらの多様な属性についてそれぞれの特性が特定化されてイノペーションの
費用と優益が規定されることが示された。
このように革新の種々の次元を示したが，何よりも戦略との関連で重要な
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のは，われわれが区分したように，新規参入戦略としての革新と，フルライ
ン化戦略としての革新の区分であろう。前者は何よりも，ある革新の将来的
収益性をめざして展開されるのに対して，後者は，現行の，あるいは従来ま
での収益性を把握し，ある分野で十分利益が発生し，従来の投下費用を回収
し得ていることを見出し，その製品の周辺分野に新たな製品を追加する資金
的余裕ができているとともに，実際に進出した後従来製品の売上げが需要の
置換によって減退しても十分ひきあうことを確駆してから展開されるような
戦略といえる。
われわれの次の課題は，これらの二種の戦略がどのように有機的に結合さ
せられ，企業のイノベーション戦略が有効に展開されていくかを検討するこ
とであると考えている。
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